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⾴ 項⽬ 誤 正

30-A 40の解説⽂
・回収可能価額︓資産グループ等の時価から処分費⽤⾒込額を控除して算定
される⾦額

・正味売却価額︓資産グループ等の時価から処分費⽤⾒込額を控除して算定
される⾦額

55-Q 85問
P社が90,000を出資してA社株式75％を取得した場合の連結消去仕訳として、
最も適切なものを１つ選びなさい。

A社設⽴と同時にP社が75,000を出資してA社株式の75%を取得した場合、
P社が起票する連結消去仕訳として、最も適切なものを１つ選びなさい。

62-A 100の解説⽂

 【提出会社に係るもの】
 （１）提出会社に係る、（２）有価証券の募集⼜は売出し、
 （３）募集によらない有価証券の発⾏決議、
 （４）親会社または特定⼦会社の異動、（５）主要株主の異動、
 （６）災害による損害、（７）代表取締役の異動、
 （８）株主総会決議事項の決議、
 （９）定時株主総会前に提出した有価証券報告書に記載の株主総会決議事項
   の修正・否決、
 （10）監査公認会計等の異動、
 （11）⺠事再⽣法・会社更⽣法・破産法による開始申⽴て

 【提出会社に係るもの】
 （１）有価証券の募集⼜は売出し、
 （２）募集によらない有価証券の発⾏決議、
 （３）親会社または特定⼦会社の異動、（４）主要株主の異動、
 （５）災害による損害、（６）代表取締役の異動、
 （７）株主総会決議事項の決議、
 （８）定時株主総会前に提出した有価証券報告書に記載の株主総会決議事項
   の修正・否決、
 （９）監査公認会計等の異動、
 （10）⺠事再⽣法・会社更⽣法・破産法による開始申⽴て

74-Q 120問 （問題差し換え） （別紙参照ください）

127 －
 本検定は、電⼦帳簿保存法への対応で必須となる知識を確認する試験でし
た。電⼦帳簿保存が改定されてから半年以上が経過した時点でも、制度⾯・

 本検定は、電⼦帳簿保存法への対応で必須となる知識を確認する試験でし
た。電⼦帳簿保存が改定されてから半年以上が経過した時点でも、制度⾯・
運⽤⾯ともに理解が曖昧な状態で、実務が遂⾏されていることが伺えます。
今⼀度、電⼦帳簿保存法のポイントをチェックすることをおすすめします。

※修正・削除・追加等を⾏った部分を⾚字にて表記しております。


